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九 州 地 方 整 備 局 公 示

道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 八 年 十 月 十 六 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 六 日 九 州 地 方 整 備 局 長 森 下 博 之

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 三 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

鳥 栖 市 酒 井 西 町 字 溝 狭 間 八 八 四 番 二 か ら 同 市 酒 井 西 町 字 溝 狭 間 八 九 〇 番 一 ま

で

制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 八 年 十 月 十 七 日

図 面 縦 覧 場 所 九 州 地 方 整 備 局 及 び 同 局 佐 賀 国 道 事 務 所

道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 八 年 十 月 十 六 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 六 日 九 州 地 方 整 備 局 長 森 下 博 之

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 二 百 十 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

う き は 市 吉 井 町 桜 井 字 平 野 一 六 九 番 一 か ら 同 市 浮 羽 町 朝 田 字 西 大 崎 二 三 三 番

一 ま で
制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 八 年 十 月 十 七 日

図 面 縦 覧 場 所 九 州 地 方 整 備 局 及 び 同 局 福 岡 国 道 事 務 所

労 働

最低賃金の改正決定に関する公示
北海道労働局最低賃金公示第２号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、北海道電子部品・デバイ
ス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具
製造業最低賃金（平成20年北海道労働局最低賃金
公示第３号）の一部を次のように改正する決定を
したので、同法第19条第１項の規定により公示す
る。
令和８年 10 月 16 日

北海道労働局長 村松 達也
第４号中「１時間1116円」を「１時間1174円」
に改める。

附 則
この決定は、令和８年12月１日から効力を生ず
る。

兵庫労働局最低賃金公示第３号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、兵庫県輸送用機械器具製造
業最低賃金（平成20年兵庫労働局最低賃金公示第
４号）の一部を次のように改正する決定をしたの
で、同法第19条第１項の規定により公示する。
令和８年 10 月 16 日

兵庫労働局長 金成 真一
第４号中「１時間1188円」を「１時間1243円」
に改める。

附 則
この決定は、令和８年12月１日から効力を生ず
る。

３ 適用する使用者
 国内各港間のみを航海する船員法（昭和22
年法律第100号）第１条に規定する船舶のう
ち、次の各号に掲げるもの（漁船、海上旅客
運送業又はサルベージ業に従事する船舶を除
く。）の船舶所有者であって、前項の地域内に
主たる船員の労務管理の事務を行う事務所を
有する者（船員法第５条の規定に基づき、船
舶所有者に関する規定の適用を受ける者を含
む。）
 平水区域を航行区域とする鋼船
 沿海区域を航行区域とする総トン数100
トン未満の鋼船
 鋼製はしけ
 木船
 旅客運送の用に供する船員法第１条に規定
する船舶のうち、次の各号に掲げるものの船
舶所有者であって、前項の地域内に主たる船
員の労務管理の事務を行う事務所を有する者
（船員法第５条の規定に基づき、船舶所有者
に関する規定の適用を受ける者を含む。）
 平水区域を航行区域とする船舶
 沿海区域を航行区域とする総トン数100
トン未満の船舶
 沿海区域を航行区域とする総トン数100
トン以上の船舶で、その航行区域が平水区
域から当該船舶の最強速力で２時間以内に
往復できる区域に限定されているもの

船員の特定最低賃金の改正の決定に関し、関係船
員及び関係使用者の意見聴取に関する公示
九州地方交通審議会は、九州内航鋼船運航業及
び木船運航業最低賃金（平成９年九州運輸局最低
賃金公示第５号）、九州海上旅客運送業最低賃金
（平成９年九州運輸局最低賃金公示第６号）、九
州漁業（底びき網）最低賃金（令和７年九州運輸
局最低賃金公示第４号）及び九州漁業（大中型ま
き網）最低賃金（平成９年九州運輸局最低賃金公
示第８号）の改正の決定について調査審議を行う
ため、最低賃金法（昭和34年法律第137号）第37

条第３項において準用する同法第25条第５項の規
定により、本事案について関係船員及び関係使用
者の意見を聴くので、意見を述べようとする者は、
意見を記載した書面（様式任意）に意見提出者の
氏名又は名称及び連絡先を付記して、本日から15
日以内に九州運輸局海事振興部船員労政課「郵便
番号8120013福岡県福岡市博多区博多駅東二丁
目11番１号」あて提出されたい。
１ 事案の要旨 最低賃金法第35条第７項の規定
に基づく、下記３に掲げる船舶所有者に使用さ
れている船員であって、下記３に掲げる船舶に
乗り組む者に係る特定最低賃金の改正の決定に
ついて
２ 適用する地域 九州運輸局の管轄区域
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